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１．はじめに
　本稿は、2008 年にカンボジアで実施された人口センサスの個票を用いて、オックス
フォード貧困と人間開発イニシアティブ（Oxford Poverty and Human Development 















Poverty in Cambodia Using Data from Population Census :
Focusing on “Female Heads of Households”
鈴木　春子
Haruko Suzuki
 This study analyses Cambodian poverty using non-monetary indicators generated 
from micro data of “General Population Census of Cambodia 2008”. 
 The majority of poverty studies based on monetary poverty statistics have claimed 
that “Female headed households in Cambodia do not have a higher (or lower) 
probability of being poor than male headed households.” However, the results of 
regression analysis on non-monetary poverty in this study reveals the risk of poverty 
for female headed households is greater than that for male headed ones. 
	 In	Cambodia,	one	in	five	female	household	heads	are	married	and	live	with	their	
male spouse but around 30% do not live with their spouse. There are some gender 
differences in the probability of being poor, depending on which marital status does a 
household head have or whether household heads are living with their spouse or not.
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いる。カンボジア政府の貧困統計はアジア開発銀行（Asian Development Bank: ADB）






















すると、2007 年に 5㌽以上の差が確認できるほかは 3㌽ほどの差に納まっていて、2009 年
は女性世帯主の方が低かった。また年齢階層別の貧困率はどの年も年齢が上がるほど低い。





出所） カンボジア政府による貧困率は、ADB（2014），Fig.3 と Fig.4、




もあり、現地調査による知見は、必ずしも貧困統計による知見と一致している訳ではない。またカンボジアでは女性の有配偶者数が、男性の有配偶者数より 20 万人以上多い［鈴木 2012］という指摘がある。有配偶者数の男女差は世帯構成にも少なからぬ影響を与えていると思われるが、こうした背景を踏まえて貧困と女性の関連を分析した先行研究は見当たらない。本稿では、センサス個票から配偶者の同居の有無などの情報を抜き出し、女性世帯主についてより細分化した検討を試みた。  ２．カンボジアの既存貧困統計概観 （１）社会経済調査ii（Cambodia Socio-Economic Survey: CSES）による貧困統計  雇用労働が一般的で カンボジアでは、所得に基づいて貧困者と非貧困者の境界（貧困線）を引くことはできない。貧困統計は、CSES で捉えた消費を金銭に換算し、生存に必要な食料と暮らしに欠かせないとみなされるその他の消費を合わせて貧困線を作成している。カンボジア政府の貧困統計はアジア開発銀行（Asian Development Bank: ADB）や国連開発計画（United Nations development Programme: UNDP）の報告書でも使用されている。世銀も CSESを使ってカンボジアの貧困推計を公表しているが、貧困線は独自基準で作成しているので、推計結果は政府統計値とは異なるものとなっている。表１の上段にはカンボジア政府による推計値、下段は世銀による推計値を示した。 表１によれば、カンボジア全体の貧困率は 2000年代半ば以降、急速に低下している。地域別の貧困率では、府の推計より世銀の推計の方が、都市部の低下が急でる。政府統計では、カンボア人口の 8 割が暮らす農村部で貧困率が大きく低下して、カンボジア全体の貧困率を大きく低下させているが、プノンペンやその他の都市部の貧困率は 2007年よりは大きく減少しているものの、その後は一時的な増加も示している。  一方、表１の下段の世銀報告では農村部の貧困率は都市部より一貫して高かった。世銀の推計によれば、所属世帯の世帯主の性別貧困率も男女共、それぞれに低下してきている。世帯主の性による違いに着目すると、2007年に 5 ㌽以上の差が確認できるほかは 3㌽ほどの差に納まっていて、2009年は女性世帯主の方が低かった。また年齢階層別の貧困率はどの年も年齢が上がるほど低い。 （２）人口保健調査（Demographic Health Survey: DHS）による貧困統計 金銭的な指標で貧困者でないとされても、途上国には、通える範囲に学校がない、近くで
表１　カンボジア社会経済調査（CSES）による貧困率カンボジア政府 による貧困率（％）CSES 実施年 2004 2007 2009 2011 2012カンボジア全体 63.3 47.8 22.9 19.8 18.9地域 プノンペン - 19.1 12.8 10.9 16.3その他の都市部 - 41.0 19.2 22.5 14.5農村部 - 53.2 24.6 20.7 20.0世銀 による貧困率（％）CSES 実施年 2004 2007 2009 2011カンボジア全体 53.2 50.1 23.9 20.5地域 プノンペン 15.8 2.7 4.3 1.5その他の都市部 39.7 35.0 12.7 16.1農村部 59.0 57.9 27.5 23.7所属世帯の世帯主の性男性 53.6 51.1 24.2 20.1女性 51.3 45.5 22.4 22.5年齢 0～6歳 62.5 57.6 30.4 27.27～20歳 57.3 54.7 27.0 23.921～59歳 48.2 45.6 20.9 17.360歳以上 42.9 41.2 17.0 15.4出所）カンボジア政府による貧困率は、ADB (2014), Fig.3 と Fig.4 より    世銀による貧困率は、World Bank (2014), Fig.6 と Tab.1 より
で適切な医療が受けられれば失わずに済んだ視力を失ってしまうといった状況があったり
する。「はじめに」で触れた OPHI の MPI はこうした剥奪状態に着目し、金銭的な貧困
と一線を画す非金銭的指標として開発された。カンボジアの MPI の作成には、米国国際
開発庁や国連児童基金などの支援のもとに各国で実施されているDHSが使用されている。














and Alkire 2011］で、OPHI が公表している国別概況には州ごとの値も掲載されている。













規模（4.61 人）＋ 3σ（σ ＝ 1.98）の 11 人までとすることで、親族外同居が多い世帯などを
除外している。以下の分析に使用したのは、2,755,754 世帯、12,723,671 人のデータである。
（2）剥奪指標の構成







＊）　MPI の範囲は 0 ～ 1
データ出所） 2005 年と2010 年は、OPHI　Country Briefing June 2017 pp.7 




適切な医療が受けられれば失わずに済んだ視力を失ってしまうといった状況があったりする。「はじめに」で触れた OPHIの MPIはこうした剥奪状態に着目し、金銭的な貧困と一線を画す非金銭的指標として開発された。カンボジアの MPIの作成には、米国国際開発庁や国連児童基金などの支援のもとに各国で実施されている DHSが使用されている。  MPIは、教育、保健、生活水準の 3次元 10指標の剥奪状況で構成されており、定められた重み付け後の剥奪値 1/3以上を貧困と区分している。この指標による貧困率の低下は CSESによる金銭的指標に比べて緩やかである（表２）。貧困者の平均剥奪率には大きな減少が見られず、貧困者をめぐる状況はあまり改善していないと思われる。MPIによる農村部の貧困削減は都市部に大きく遅れており、その点では、政府による金銭的貧困統計よりも世銀の統計と似た傾向を示している。 MPI 標は適用しようとする国の状況や利用可能な調査によって投入する指標を入れ替えてさまざまな下位集団に分解可能［Santos and Alkire 2011］で、OPHIが公表している国別概況には州ごとの値も掲載されている。 DHS も CSES も標本調査なので、全国値、都市部と農村部のような地域の値、州の値などは調査サンプルからの推計によって得られている。手法としての MPI が下位集団への分解可能なものであっても、分析しようとする集団の規模や所在などの基礎的なデータが乏しければ、推計結果の信頼性は揺らぐだろう。ルワンダ統計局は、人口センサスデータに MPI手法を準用した非金銭的貧困分析を試みている［NIS Rwanda 2014］。筆者が知る限り、カンボジアではこうした試みはなされていない。  ３. 2008 年カンボジア人口センサスによる剥奪指標 （１）使用するデータ 分析には 2008年カンボジア人口センサスの個票データを使用したiii。生活水準に関する剥奪指標を作成して分析に使用するため、分析対象は普通世帯だけとし、施設等居住者や水上生活者は分析対象から除外している。また、普通世帯の一部に世帯規模が大きな世帯が確認でき、それらの世帯では世帯主と直接の親族関係にない構成員が多かった。こうした世帯が世帯特性の分析に影響を及ぼす可能性があるとの判断から、分析対象世帯は、平均世帯規模（4.61 人）＋3σ（σ＝1.98）の 11 人までとすることで、親族外同居が多い世帯などを除外している。以下の分析に使用したのは、2,755,754世帯、12,723.671人のデータである。 （２）剥奪指標の構成 本稿の分析で準拠しようとしている MPIは、教育、保健、生活水準の 3次元 10指標で構成されている。世帯単位で①指標ごとの剥奪状況を捉えたうえで②次元ごとに剥奪状況をまとめ、③世帯全体としての重み付け剥奪値を算出して④世帯の重み付け剥奪値が 1/3 以上であれば貧困世帯、貧困世帯構成員はすべて貧困者として⑤貧困者率を算出する。⑥貧困
表２　カンボジアにおける多次元貧困指数の推移






間には質問の仕方などに幾つかの違いがある。OPHI の 3 次元 10 指標と本稿で使用した
項目の対応を表 3 にまとめた。












者が被っている剥奪の平均（平均剥奪率）を求めて⑦貧困者率と掛け合わせたものが多次元貧困指数（MPI）である。貧困削減策 対象となるべき人口比だけでなく、剥奪の程度も反映して 1つの指数で表現するものとなっている。  人口センサスは基本的に調査時点の現況を把握する悉皆調査で、MPIで使用されている指標の多くは人口センサスから得ることができる。とはいえ、人口センサスと DHSの間には質問の仕方などに幾つかの違いがある。OPHIの 3次元 10指標と本稿で使用した項目の対応を表３にまとめた。 OPHIの MPIで、「保健」分野を構成する世帯員の「栄養状態」は DHSの身体計測結果を使用しているが、人口センサスにこのデータはない。同様の問題を抱えるルワンダ［2014］では、「子どもの死亡」だけで「保健」分野を代表させている。本稿の分析もこれに倣って、「保健」分野は「子どもの死亡」だけで代表させることとし、「子どもの死亡」の重みは「1/3」とした。「子どもの死亡」については、OPHIは 15～49歳までの女性が「調査前 5年間」に経験した子どもの死亡を使用している。一方、人口センサスでは 15歳以上の女性に調査時







保健 子どもの死亡 15～49歳の女性が子どもの死亡を経験した 死亡時期不明のため期間限定せず該当年齢女性がいない世帯は剥奪なし 1/3栄養状態 　（除外） 人口センサスには身体計測データがないため、指標から除外 -生活水準 電気 電気を使用していない バッテリーによる照明等は「電気なし」、発電機は「電気使用」とした 1/15トイレ 衛生的なトイレでないあるいは、敷地内にトイレがない 「pit」はフタの有無が不明のため、「衛生的でない」とした 1/15



















OPHI の MPI 同様、1/3 以上とした。ある個人が貧困かどうかは、所属世帯が貧困であ
ればその世帯の構成員すべてを貧困とみなすというルールに従っている。
　人口センサスの貧困者率は都市部と農村部の差が大きかった（表 4-1）。大きな地域格差
が確認できたという点では OPHI の結果と同様だが、貧困者率そのものは全国値で OPHI
よりも 7㌽ほど低かった。基になった調査の実施年に 2 年の差があることを考えると、人口
センサスによる本稿の貧困者率はかなり低く出ているともいえるだろう。センサスによる全
国値が OPHI よりずっと低かったのは、8 割の人口を抱える農村部の貧困者率が OPHI よ


















点までの出産経験と子どもが死亡した経験を聞いているが、子どもの死亡時期 特定できなかった。人口センサスの「子どもの死亡」は、50 歳以上の女性を除き、15～49歳の女性の経験すべてを対象としている。「保健」分野に「栄養状態」は含まず、「子どもの死亡」はOPHIの把握範囲より広くなっている。 「生活水準」分野で住居の床に関する指標は扱っていない。人口センサスの調査項目には含まれているのだが、筆者が入手した CDには住居関連 データが入っていなかった。他にも人口センサスの質問項目は OPHIがカンボジアの分析に使用した DHSと幾分の違いがあるが、可能な限り考え方が合致するように努めた。 就学年齢 子どもがいない世帯などの扱いは表３の備考欄に示したが、就学年齢の子どもがいるのに就学状況が不明など、指標とする項目に欠損値があった場合は、当該世帯を集計対象から除外するなど、例外値の扱いは OPHIに準拠している。 （３）作成した人口センサス剥奪指標と既存統計の比較  上述の方法で人口センサスデータから個々の項目における剥奪の有無を調べ、剥奪が確認できた項目には表 3 右端の列に記載した重みを掛け、それらを合算することで世帯の剥奪量の合計値を求めた。全ての指標で剥奪が見られた世帯の合計値は 1.0、全ての指標で剥奪が見られなかった世帯の合計値は 0.0になる。世帯が貧困かどうかの境界は、OPHIの MPI同様、1/3以上とした。ある個人が貧困かどうかは、所属世帯が貧困であればその世帯の構成員すべてを貧困とみなすというルールに従っている。 
 人口センサスの貧困者率は都市部と農村部の差が大きかった（表４－１）。大きな地域格差が確認できたという点では OPHIの結果と同様だが、貧困者率そのものは全国値で OPHIよりも 7 ㌽ほど低かった。基になった調査の実施年に 2 年の差があることを考えると、人口センサスによる本稿の貧困者率はかなり低く出ているともいえるだろう。センサスによる全国値が OPHIよりずっと低かったのは、8割の人口を抱える農村部の貧困者率が OPHIよりも 9 ㌽近く低かったためである。人口センサスと OPHIの指標構成に大きな違いのある「保健」分野で、両者の貧困者の平均剥奪率に大きな違いが見られた（表 4－2）。「子どもの死亡」はセンサス指標の方が OPHIよりも対象期間が長いので剥奪率は高くなると想定していたが、実際はそうならなかった。センサスは、当該年齢女性に全部で何回出産し、子どもの死を何度経験したか、「調査対象者を傷つけないように慎重に」「記憶を呼び戻すのを助け」ながら［NIS 2007］合計回数を している。一方、母子保健に大きな関心 払う DHSはそれが何時の経験なのか、年月日も確認するよう設計されている。DHSの方が人口センサスよりも女性の記憶の掘り起こしに成功している可能性が高い。 人口センサスによる貧困者率は OPHIよりも低かったが、貧困者の平均剥奪率は人口センサスの方が高く、貧困者率と貧困者の平均剥奪率の積で表される MPIは、両者でかなり近い値になった（表４－１）。 表 4－2の「就学年数」は人口センサスの平均剥奪率の方が 10㌽も大きかった。DHSは 15
表４－１　OPHI貧困指標と人口センサスによる貧困指標OPHI 人口センサス使用データ調査年 DHS 2010年 人口センサス　2008年地域 全国 都市部 農村部 全国 都市部 農村部貧困者率 (H)　 45.9 12.0 53.4 38.6 11.9 44.7貧困者の平均剥奪率 (A) 46.1 42.6 46.3 54.2 49.1 54.5多次元貧困指数　(MPI = H*A） 0.212 0.051 0.247 0.209 0.058 0.244














































～49 歳の女性のいる世帯で実施される。世帯内に高齢者が同居していれば世帯構成員としてのデータは収集するが、人口センサスのように高齢者のみの世帯を訪問したりすることはない。「世帯内に初等教育修了者がいない」貧困者割合が人口センサスの方が高いのは調査対象の違いによる。 表４－２でOPHIと人口センサスの違いが最も大きかったのは「耐久消費財等の保有」である。表の記載は割愛しているが、非剥奪者も含めた全体で調査対象品目の所有状況を見てみると、2010 年 DHSでは2008年センサスより「電話」を所有している世帯割合は 39.0㌽も高く、「オートバイ」所有世帯も 9.4 ㌽高かった。生活に必要なものが急速に変化していると同時に、これらが個別の努力によって入手可能な財であることも影響しているだろう。その他の生活水準指標には剥奪状態からの脱却に個別世帯の努力を越えた基盤整備が必要なものも多く、それらの整備はあまり進ままかったために、OPHI と人口センサスの間で大きな違いが見られなかったと考えられる。  保健分野の指標に制約が大きいが、全体の水準、地域別の傾向から、この指標による世帯要因の分析を進めることとした。  




～49 歳の女性のいる世帯で実施される。世帯内に高齢者が同居していれば世帯構成員としてのデータは収集するが、人口センサスのよう のみの世帯を訪問したりすることはない。「世帯内に初等教育修了者がいない」貧困者割合が人口センサスの方が高いのは調査対象の違いによる。 表４－２でOPHIと人口センサスの違いが最も大きかったのは「耐久消費財等の保有」である。表の記載は割愛しているが、非剥奪者も含めた全体で調査対象品目の所有状況を見てみると、2010 年 DHSでは2008年センサスより「電話」を所有している世帯割合は 39.0㌽も高く、「オートバイ」所有世帯も 9.4 ㌽高かった。生活に必要なものが急速に変化していると同時に、これらが個別の努力によって入手可能な財であることも影響しているだろう。その他の生活水準指標には剥奪状態からの脱却に個別世帯の努力を越えた基盤整備が必要なものも多く、それらの整備はあまり進ままかったために、OPHI と人口センサスの間で大きな違いが見られなかったと考えられる。  保健分野の指標に制約が大きいが、全体の水準、地域別の傾向から、この指標による世帯要因の 析を進めることとした。  
４．貧困に陥りやすい世帯  貧困に陥りやすい世帯はどのような特徴を持っているのか。貧困線を引く前の、項目ごとに重み付けして得られた剥奪の合計値はどのような条件下で高くなるのかを人口センサスの個票を使っ 検討する。 （１）分析における個人と世帯  貧困は、個人に着目して「 者率」で語られることが多いが、「誰が貧困者なのか」は、所属世帯が貧困かどうかによって判断される。日常生活は世帯を基盤に営まれ、世帯の中で資源がどのように分配されているのかを把握するのは難しいためである。  人口センサスによる貧困指標を個人ベースと世帯ベ
ベースでみると、世帯ベースの方が貧困率は幾分高く、貧困者の平均剥奪率は幾分低く、


















姻 状 況 を「 未 婚（Never Married）」「 既 婚（Married i.e. Currently Married）」「 死 別














［CDRI 2007］［So 2009］。世帯構成をみるにあたって、18 歳未満の未成年者と、65 歳
以上の高齢者について世帯との関連をみるために表 6-1 のような変数を作成した 5。
3）世帯の経済活動
　分析にあたっては世帯の経済活動に関する変数も作成した。世帯主の 8 割以上が従事



























などが 3分の 2を占め、3分の１の製造業従事のうち半数は建設関係の仕事である。表５でみたように農村部の貧困率は高く、農業従事者の貧困率が高いことを示唆しているが、世帯主が農業に従事していても他の世帯員が他の仕事に従事していれば、世帯所得の安定や増加に寄与していることが想定される。世帯主の就業状態のほかに世帯内有業者の従事産業に関する変数を作成して剥奪値との関連をみた。 また、主産業である農業は一毛作の米作ということもあって副業従事者が多い。2008 年人口センサスにも副業に関する調査項目が入っているが 1 つの設問で副業従事の有無とその内容の両方を掴もうとしているので実態が鮮明に見えない。佐藤［2017］は複数の副業を持つ人が珍しくないと記しているが、センサスでは複数の副業への従事も捉えられていない。そうした制約はあるものの、本稿では、世帯主を含む世帯内有業者の副業従事の有無を変数として取りあげたvi。 （３）世帯特性に関する分析結果 まず人口センサスから作成した重み付け剥奪値を被説明変数とし、性別を除く表６－１記載の変数を説明変数として世帯主の性別に重回帰分析を行い、その後、全世帯を対象とした分析で世帯主の性と配偶関係による違いを、交差項を用いて確認する。  １）世帯主の性別分析結果  表 6-2の世帯主の性別分析結果は、全体として、使用した世帯特性が剥奪値に与える影響



































































て未婚や配偶者非同居世帯の方が低かった。 世帯主の就業状況については、「自営」（ほとんどは農業）の場合、世帯主が男性でも女性でも剥奪値を押し上げ貧困リスクを高めていることが確認できた。男性世帯主世帯では「雇用主」とベースカテゴリーである「無業など」との間に有意な差は見られなかった。女性世帯主世帯の係数は有意水準 5％で差があることを示しているが、係数の符号はプラスで、貧困リスクは高かった。センサスの集計結果によれば「雇用主」たちの就業分野は農業とサービス業が各 40％前後を占めていた。また、世帯主が「無業など」で暮らしている世帯は男性世帯主よりも女性世帯主の方が多く、世帯主の平均年齢は他の就業状況の世帯よりも高いおよそ 55歳で、平均世帯規模は男性世帯主世帯 4.35人、女性世帯主世帯で 3.83人だった。同居世帯員の就業によって世帯主が就業せずに暮らせている世帯と思われる。 有業者の副業従事の係数はプラスになった。前述したようにセンサスの設問が副業を的確に捉えていない可能性はあるが、副業によってもなお剥奪状態を回避できるところまでいっていない世帯が多いということだろう。 世帯主の性別分析では男女どちらにも同じ説明変数を使用しているが、定数項は男性世帯主世帯よりも女性世帯主世帯の方が大きかった。定数項の大きさは、被説明変数（重み付け剥奪値） ベースを示している。世帯貧困率（表５）や重み付け剥奪値の平均値（表６－１）でも見られた世帯主の性による違いが統計的に有意なものかどうかを次項で確認する。  ２）世帯主の性と配偶関係に関する分析結果  表６－２の全世帯対象の欄は、世帯主の性別と配偶関係を組み合わせた交差項を説明変数に加えたものである。性と配偶関係を組み合わせた場合の各カテゴリーの係数は世帯主の性と配偶関係に則して表６－２の係数を加算すれば得られるが、把握が容易になるように表６-３に整理した。要素となっている係数はいずれも有意水準 0.1％で有意だった（表６－２）。配偶関係の如何によらず、世帯主が女性の世帯の係数は男性世帯主世帯より大きかった。女性世帯主世帯は配偶者が同居していても同じ条件の男性世帯主世帯よりも貧困リスクが高い。さらに注目すべきは、男性世帯主世帯では配偶者が同居していない方が貧困リスクは低く、女性世帯主世帯では逆に貧困リスクが高いことである。有配偶非同居世帯と未婚世帯の世帯主の性による貧困リスクの違いは、Tong［2011］、Derks［2008］、FitzGerald ［2007］らが、出稼ぎと仕送りについて男性と女性では離れてきた家への貢献の仕方に違いがあると記していることを想起させる。しかし、男性の方が女性よりも多くの収入が得られるといった就労条件の差についても検証の余地があるかも知れない。  なお、表を示していないが、全世帯を対象に交差項を含まず、世帯主の性を配偶関係と独立した説明変数として組み入れた分析では、世帯主が女性である場合の係数は 2.029、有意水準 0.1％で、男性世帯主世帯より貧困リスクが高かった。表６－２の性別分析の定数項に男女差が見られたが、全世帯対象の分析でも統計的に有意な差が確認できている。  変数全体を見渡せば、女性世帯主世帯という世帯特性、配偶者が同居していないという世帯特性は係数が有意であるとはいえ、居住地域や就業分野などに比べて剥奪値に大きな影






















1 UNDP の『人間開発報告書』は 2011 年から MPI の使用を開始。2011 年以前は人間貧困指数（HPI）
を使用していたが、「40 歳時点の平均余命」の算出など、途上国では算出が容易でない数値必要だった。
2 CSES は 1993/94 年に初めて実施され、2007 年以降は毎年実施することになった［CSES 2007］。
3 カンボジア統計局データユーザサービスセンターで “2008 Census Redatam+SP”（個票データと集計
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